
 

介 護 保 険 最 新 情 報 

 

 

 

 

 

Vol.５４０    

平成２８年３月３1 日 

厚生労働省老健局介護保険計画課 
 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各市町村介護保険担当課（室） 
各 介 護 保 険 関 係 団 体  御 中 

← 厚生労働省 介護保険計画課 
 

今回の内容 

 

第三者行為の届出義務化等に係る留意事項について 

計１０枚（本紙を除く） 

連絡先  TEL : 03-5253-1111（内線 2164） 

FAX : 03-3503-2167 

 



老介発０３３１第５号 

平成２８年３月３１日 

 

各都道府県介護保険主管部（局）長 殿 

 

厚生労働省老健局介護保険計画課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

第三者行為の届出義務化等に係る留意事項について 

 

 

 介護保険制度の円滑な運営につきましては、平素より格段の御高配を賜り、

厚く御礼申し上げます。 

 交通事故等の第三者による不法行為（以下「第三者行為」という。）による被

害に係る求償事務の取組強化のため、介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令

第 36 号）の改正により、平成 28 年４月１日より、第三者行為により介護保険

給付を受ける場合、第１号被保険者は保険者への届出が義務となりました。 

また、介護保険事業の健全な運営を確保できるよう、第三者行為求償の対象

となる事案を一層把握するために、被保険者からの届出に加え、主治医意見書

の特記事項に、事故の場合はその旨の記載をお願いすることとしました。これ

を受け、「「要介護認定における「認定調査票記入の手引き」、「主治医意見書記

入の手引き」及び「特定疾病にかかる診断基準」について」の一部改正につい

て」（平成 28 年３月 31 日老老発 0331 第１号）の改正について各都道府県・政

令指定都市介護保険主管部（局）長宛に通知したところです。 

今般、第三者行為の届出義務化等に係る留意事項について、下記のとおりま

とめましたので、貴職におかれましては、これを御了知いただくとともに、管

内市町村等及び国民健康保険団体連合会に周知をお願いいたします。 

  



記 

 

第１ 被保険者の届出義務化について 

（１）介護保険法施行規則の改正について 

  地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の

整備等に関する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関

する省令（平成 28 年厚生労働省令第 53 号）により介護保険法施行規則第

33 条の２が新設され、介護給付、予防給付又は市町村特別給付の支給に係

る事由が第三者の行為によって生じたものであるときは、第１号被保険者は、

遅滞なく、①届出に係る事実②第三者の氏名及び住所又は居所（氏名又は住

所若しくは居所が明らかでないときは、その旨）③被害の状況を記載した届

書を、保険者に提出しなければならないとされました。 

 

（２）届出の様式等について 

  保険者は、平成 28 年４月１日から被保険者から第三者行為による届出を

受け付けることになりますが、具体的には 

  ① 第三者行為による被害の届出書（医療保険における「第三者行為によ

る傷病届」と同様のもの） 

を被害者である第１号被保険者から提出して頂きます。 

 また、上記に加え、必要に応じて 

  ② 同意書 

  ③ 事故発生状況報告書 

  ④ 交通事故証明書 

 をそれぞれ提出して頂くことも考えられます。上記の様式については、現在

使用している様式を引き続き用いるほか、医療保険用の様式を活用して差し

支えありません。また、既に、①③④の様式について、医療保険での第三者

行為による届出を受けている場合は、当該届出の複写をもって届出を行うこ

とも差し支えありません。 

なお、②の同意書については、別紙１のとおり介護保険用の記載を追加

したので、適宜ご活用ください。 

 

第２ 第三者求償事案発見の取組強化 

（１）被害届の届出の勧奨について 

保険者は、第１で示した届出（以下「被害届」という。）を受けることに

より第三者行為による保険事故の発生等（第三者の氏名や損害保険等の加入

状況を含む。）を把握することができ、これによって、第三者に対して求償



権を行使することが可能となります。このため、第三者行為による被害に係

る求償事務の推進に当たっては、まずは、その契機となる被害届の確実な届

出を促すことが重要です。 

 

（２）主治医意見書について 

   「「要介護認定における「認定調査票記入の手引き」、「主治医意見書記入

の手引き」及び「特定疾病にかかる診断基準」について」の一部改正につ

いて」（平成 28 年３月３１日老老発 0331 第１号）により、要介護認定に係

る主治医意見書の特記事項欄に事故の場合は、例えば「第三者行為」とい

った旨の記載が行われるよう協力を求めています。こうした記載を端緒し

て第三者行為が疑われる被保険者に対しては、被害届の届出を促すことが

重要です。 

 

（３）国保連合会システムの改修について 

   国民健康保険団体連合会（以下「連合会」という。）が運用する電算処理

システムにおいては、医療レセプトから第三者行為の被害に係る保険給付

を受けた被保険者リストを作成する機能を有していますが、これによって

作成される当該被保険者リストは、求償事務を適正に執行する上で効果的

です。このため、医療保険側で把握している第三者行為求償の対象者に係

る情報を介護保険部局でも把握出来るよう平成28年度に国保連合会システ

ムを改修し、平成 29 年度末を目途に順次運用を開始する予定です。今後、

連合会におかれては、保険者からの委託を受けた場合には、第三者行為の

被害に係る保険給付を受けた被保険者リストを作成するなど必要な支援に

努め、また、保険者は当該リストを活用して、第１号被保険者に対し、被

害届の届出の勧奨業務を行えるよう体制の整備をご検討ください。 

 

（４）その他 

   その他、第三者求償事案発見については、日頃から国保保険者や後期高

齢者医療広域連合などの医療保険者と情報連携に努めるとともに、損害保

険会社等からの通知や介護サービス事業者(ケアマネジャー)、認定調査員

等からの連絡や、新聞・テレビ等の報道機関の交通事故の報道および住民

からの情報に留意し、第三者行為による被害の発見や把握に向けた取組を

推進してください。 

 

第３ 連合会への求償事務の委託について 

   保険者は、介護保険法第 21 条第３項の規定により、代位取得した損害賠



償請求権に係る損害賠償金の徴収又は収納の事務を連合会に委託すること

が出来るとされています。また、委託可能な連合会は、介護保険法施行規

則第 34 条の規定により、損害賠償金の徴収又は収納の事務に関し専門的知

識を有する職員を配置するとされていて、連合会においては、専門的知識

を有する職員を配置し、保険者から求償事務を受託できる体制を整備して

いるところですので、保険者においては、連合会が有する専門性やスケー

ルメリットの更なる有効活用についてご検討ください。 

 

第４ 広報等 

（１）第三者行為求償に係る広報（被保険者向け）について 

   第三者行為求償に係る被害届は、不測の事態が発生した際に届出の必要

が生じる性格上、届出の義務等を日常的に浸透させることが重要です。こ

のため、保険者及び委託を受けた連合会は、日頃から給付事由が第三者行

為によって生じたものであるときは被害届の届出義務があることについて、

別紙２の被保険者への説明用資料を活用するなど、周知・広報に努めてく

ださい。また、小冊子やホームページ等を活用し、第三者行為求償の届出

義務の内容及び届出先等を掲載していただくとともに、被害届と合わせて

関係書類（事故状況報告書等）が必要であることについて丁寧にお知らせ

し、各様式をダウンロードできるようにしてください。また、介護給付費

通知等の被保険者向けに送付する文書や広報紙等の多様な媒体を複合的に

活用して、被害届の届出義務等が浸透するよう周知・広報の取組を推進し

てください。 

 

（２）第三者行為による被害に係る求償事務に係る財政支援について 

   適正化事業の中の給付費通知について、例えば圧着はがきの１面に第三

者行為求償に関する広報を記載する場合に要する印刷代、その他の広報（チ

ラシ作成等）等も既存の適正化事業に係る国庫補助の対象となり得ます。 



 （保険者名※を記載ください） 御中 

※ ○○市区町村 ○○介護保険広域連合 

 

同 意 書 
 
 私が加害者（        ）に対して有する損害賠償請求権は、法令（注 1）により、

保険者が保険給付の限度において取得することになります。 
 つきましては、保険者（注 2）が損害賠償額の支払の請求を加害者の加入する損害保険会社

等に行う際、請求書一式に当該保険給付に係る介護給付費請求書の写しを添付することに

同意します。 
 なお、私が損害保険会社等へ自動車損害賠償責任保険への請求をし、保険金等を受領し

たときは、保険者は受領金額並びにその内訳等の各種情報について照会を行い、損害保険

会社等からその照会内容について情報提供を受けること、保険者が介護事業者に対して事

故による介護サービスに関する内容の照会を行い、介護事業者から情報提供を受けること

に同意します。 
 あわせて、次の事項を守ることを誓約します。 
 
１ 加害者（保険会社・共済団体）と示談を行おうとする場合は必ず事前にその内容を申

し出ること。 
２ 加害者（保険会社・共済団体）に白紙委任状を渡さないこと。 
３ 加害者（保険会社・共済団体）から金品を受けたときは、受領日、内容、金額をもれ

なく、すみやかに届出ること。 
 

 
平成   年   月   日 
 
          届出者（被保険者） 

住 所           
氏 名         印 

 
 
（注 1）根拠法令は介護保険法第 21 条第１項 
（注 2）介護保険法第 21 条第３項の規定に基づき、損害賠償金の徴収または収納の事務を

委託されている国民健康保険団体連合会を含みます。 
  

別紙１ 



 第三者行為による傷病届 

保険者名

 ふりがな

氏 名
 ふりがな

氏 名

　TEL

　備　考

 ふりがな

氏 名

　TEL

　事故発生日時

　事故発生場所

　保険会社名

 ふりがな

氏 名

　登録番号

　車台番号

自賠責番号

　保険会社名

　TEL

 ふりがな   E-mail

氏 名
 ふりがな

氏 名

契約番号

　任意対人一括の有無

 保険会社名・担当者名 　TEL

 〒

（自賠責共済、任意共済の場合には、自賠責保険、任意保険の各欄に「保険」を「共済」と読み替えてその内容を記載して下さい。）

入院の有無 有 / 無

(

受
診
者

)

被
害
者

 〒　

 〒　

　

保険期間

　保険期間　/ 契約番号

有  /  無

 〒

　

保険期間

　　　年　　 月　　 日　　～　　　　　年　　 月　　 日

　担当者名 / E-mail

　保険契約者名

　住　　　所
 〒

　保険期間 / 自賠責番号

　取扱店所在地 / 電話
 (　　　　)

　保険契約者名

　住所 / 電話
 (　　　　)

男性 / 女性 　歳　

(

第

三

者

)

加

害

者

　氏名 / 性別 / 年齢

　住所 / 電話
 (　　　　)

　印

　歳
届出者との関係

　続柄 / 生年月日 　　　　　年　 　月　 　日　　

男性 / 女性

届

出

者

・

届

出

先

被保険者証記号番号

内　　　　　　　容

　保険者の住所(届出先）
 〒　

　被保険者氏名
　※国民健康保険の場合は世帯主氏名 　

　

本件は、労災保険の給付対象となる業務上又は通勤による交通事故ではありません。
（注）保険会社の関与が「有」の場合には、有無の欄の右の欄に当該保険会社名、電話番号、担当者名を記入して下さい。

治
療
状
況

治療開始日　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
 診療機関名 / 治療開始日 / 電話

 診療機関名

 〒

　TEL　　　　　　　（　　　　　　）

　氏名 / 性別 / 年齢

 所　在　地

 被害者加入の保険会社関与の有無(注)

　TEL　　　　　　　（　　　　　　）

 所　在　地 入院の有無

有 / 無

　　　　　　第三者行為による傷病届
項　　　　　　目

　被保険者証記号番号 / 保険者名

　　　年　　 月　　 日　　～　　　　　年　　 月　　 日

自

賠

責

保

険

（
加

害

者

）

　　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　午前 / 午後　　　　　時　　　　分頃

 診療機関名 / 治療開始日 / 電話
 診療機関名 治療開始日　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

事

故

発

生

任
意
保
険

（
加
害
者

）

有 / 無

 (　　　　)

（参考）医療保険における提出書類記載例 



事故発生状況報告書 

 



交通事故証明書 

 

　甲　･　乙　・　　　　　　　　との続柄　本人　・　代理人 

　　　
 

 

　なお、この証明は損害の種別とその程度、事故の原因、過失の有無とその程度を明ら

かにするものではありません。

　Ｘ　Ｘ 県 事 務 所 長

※
　
　
申
請
者

交 通 事 故 証 明 書

住所

氏名 様

事故照会
　　　署 第　    　号

番 　号

発生日時 　平成 　　 年　　 月　　 日　　　　　 　 時  　　 分ころ

発生場所

住 所
備　　　考

（℡            　）

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏 名

生　年 　　     年 　   月 　   日

　　（　　　歳） 　 甲・乙以外の当事者月　日

甲 車 種
車　両 　 有（別紙のとおり）

番　号

自賠責 証明書

保険関係 番　号

事故時の

状　態  運転・同乗（運転者氏名　　　　　　　　　　　　　）・歩行・その他

住 所
（℡            　）

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏 名

生　年          年 　   月 　   日

  　（　　歳）月　日

乙 車 種
車　両

番　号

自賠責 証明書

保険関係 番　号

事故時の

状　態
 
 運転・同乗（運転者氏名　　　　　　　　　　　　　）・歩行・その他

事故類型

人

対

車

両

正

面

衝

突

側

面

衝

突

衝

 

 

突

出

合

い

頭

路

外

逸

脱

衝

　

　

突

そ

の

他

踏

　

　

切

車　 両　 相 　互 車　両　単　独

接

　

　

触

追

　

　

突

・

調

査

中

不

　

　

明

上記の事項を確認したことを証明します。

平成 　 年 　 月 　　日

自 動 車 安 全 運 転 セ ン タ ー

証　明　番　号 照合記録簿の種別 人身事故

そ

の

他

転

　

　

倒

1

印



交通事故証明書入手不能理由書 

 

住所

氏名 生年月日

車種 車両番号

自賠責保
険契約先

自賠責証明書
番号

事故時
の状態

住所

氏名 生年月日

車種 車両番号

自賠責保
険契約先

自賠責証明書
番号

事故時
の状態

住所

氏名 車両番号

自賠責保
険契約先

自賠責証明書
番号

上記理由により交通事故証明書は取得できませんが事故の事実に相違ありません。
平成　　年　　月　　日

（甲）
氏名 印 電話（　　　）　　　　　　-

上記事故を目撃しました。
平成　　年　　月　　日

目撃者
氏名 印 電話（　　）　　　　　　-

被
害
者

（
乙

）

住所

住所

甲・乙
以外の
当事者

交通事故証明書を
入手できない理由

交通事故証明書入手不能理由書

発生日時

発生場所

加
害
者

（
甲

）



第三者行為（交通事故等）で介護サービスを受ける時

は市区町村へ届出が必要となりました 

 

○ 介護保険の被保険者の方は、交通事故などの第三者行為によっ

て状態が悪化した場合でも介護保険サービスを受けることが出来

ます。 

 

○ ただし、介護保険サービスの提供にかかった費用は加害者が負

担するのが原則ですので、市区町村が一時的に立て替えたあとで

加害者へ請求することになります。 

 

○ 市区町村が支払った介護給付が第三者行為によるものかを把握

する必要があるため、平成２８年４月１日から、介護保険の第１

号被保険者の方が、交通事故等の第三者行為を起因として介護保

険サービスを受けた場合は、届出が必要となりました。 

 

○ 交通事故等により要介護等状態になった場合や、状態が悪化し

た場合は、お住まいの市区町村の介護保険部局の窓口へ届出をお

願いします。 

 

別紙２ 


